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雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等
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本調査について
○ 調査・試算方法については、【資料３－１】のとおり。

○ 本調査の対象者については、【資料３－１】10ページ及び11ページを参照。

○ 本資料で示している割合は、母集団拡大補正後の数を基にした割合である。このため、ｎ＝母集団
拡大補正後の回答対象者数（参考値）と表記している。なお、調整方法については、【資料３－１】
12ページ及び13ページ参照。

○ 本資料で用いている用語については、以下のとおり。

本業：本調査の対象者であって、収入になる仕事が「１つ」で「自身で事業等を営んでいる者」又は
収入になる仕事が「２つ以上」で収入最多の仕事が「自身で事業等を営んでいる者」とする。なお、
収入最多の仕事が「農家や漁業者」であり、かつ収入次点の仕事も「農家や漁業者」を選択した者
を除く。

※ ここでの「自身で事業等を営んでいる者」とは、「法人（会社など）の経営者」「個人事業主」「個人業
務請負・受託」「自由業、フリーランス」「インディペンデント・コントラクター」「クラウドワーカー」
「自営型テレワーカー、在宅ワーカー」「シルバー人材センターの会員」「内職」「農家や漁業者」を選択
した者とする。

副業：本調査の対象者であって、収入になる仕事が「２つ以上」で収入最多の仕事が「雇用者等」
（「自身で事業等を営んでいる者」でない者）で、かつ収入次点の仕事が「自身で事業等を営んで
いる者」とする。

業務請負等の仕事：主に「事業者」（主に「一般消費者」を取引先とする者については、「一般消費
者」）を取引先として、個人又は少人数で「業務・作業の依頼（委託）」を受けて行っている仕事
とする。

取引先：原則として、「仲介事業者」ではなく、「直接、契約を結ぶ相手方（事業者）」とする。た
だし、事業者から注文・報酬支払いを受けた仲介事業者が、各ワーカーに再注文・報酬支払いを行
うケースについては、取引先＝「仲介事業者」とする。

○ なお、四捨五入等の関係で、合計値が１００にならない場合がある。また、速報値であり、確報で
変動する場合がある。
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○ 全体で見ると、主に「事業者」を直接の取引先としている者、主に「一般消費者」を直接の取引先としている者ともに、
60代の割合が最も高い（31.0％、28.1％）。

○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者について、「本業」では、60代の割合（36.2％）が最も高いが、「副業」で
は、30代及び40代の割合（25.0％）が最も高くなっており、年齢層に差が見られる。

属性①

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成
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○ 性別について、全体で見ると、主に「事業者」を直接の取引先としている者、主に「一般消費者」を直接の取引先としている
者、ともに男性が７割弱（65.9％、69.7％）となっている。

○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者のうち、「本業」では、男性が７割強（72.4％）となっている一方、「副業」では、男
性が４割強（44.4％）となっており、「本業」の方が男性の割合が高い。

属性②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成
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○ 仕事と家事・通学等における主従の状況について、全体でみると、主に「事業者」を直接の取引先としている者、
主に「一般消費者」を直接の取引先としている者、ともに「主に仕事をしている」（73.9％、74.0％）が最も高い。

○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者のうち、「副業」では、「主に仕事をしている」（65.2％）の割合が全体よ
り低く、「家事が主で、仕事もしている」（28.3％）の割合が比較的高くなっている。

属性③

※ここでの「家事」には育児や介護も含まれる。
（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成
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○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者の業務請負等の仕事の具体的な内容は、全体で見ると、「建築・土木、測量技術者
（略）」（8.0％）が最も高い。

○ 就業形態別に見ると、「本業」では「建築・土木、測量技術者（略）」（9.6％）、「その他」（7.8％）、「建設・採掘（略）」 （7.8％）、
「その他サービスの仕事」（7.2％）、「情報処理・通信技術者（略）」（6.7％）及び「製造・生産」（6.7％）の順に割合が高い。

○ また、「副業」では「研究員、教員、講師、インストラクター等」（7.7％）、「その他」（6.9％）、「入力」（6.2％）、「記者、ライター」
（6.1％）、「歌手、声楽家、楽器演奏家、俳優、声優、司会、演芸家」（5.3％）の順に割合が高い。

仕事内容①

※業務請負等の仕事が複数ある場合には、収入がもっとも多い主な内容について回答。
（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成
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（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成
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○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者の業務請負の仕事の具体的な内容は、全体で見ると、「その他サー
ビスの仕事」（12.1％）が最も高い。

○ 就業形態別に見ると、「本業」では「その他サービスの仕事」（12.4％）が、「副業」では「商品の営業・販売、ルート
配送販売、勧誘、保険外交員、仲立人、再生資源回収・卸売、不動産仲介・売買等」（13.3％）が最も高い。

仕事内容②

※業務請負等の仕事が複数ある場合には、収入がもっとも多い主な内容について回答。
（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成
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経
営
・人
事
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、
金

融
ア
ナ
リ
ス
ト
等
）

研
究
員
、
教
員
、
講
師
、
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
等

作
家
、
脚
本
家

翻
訳
者

記
者
、
ラ
イ
タ
ー

イ
ラ
ス
ト
レ
ー
タ
ー

出
版
編
集
者
、
映
像
・音
楽
等
の
制
作
・編
集
者

美
術
家
、
デ
ザ
イ
ナ
ー
、
写
真
家
、
映
像
撮
影
者

歌
手
、
声
楽
家
、
楽
器
演
奏
家
、
俳
優
、
声
優
、
司
会
、
演
芸
家

ス
ポ
ー
ツ
従
事
者
（選
手
、
審
判
員
、
監
督
等
）

そ
の
他
専
門
的
・技
術
的
な
仕
事

経
理
、
管
理

入
力

速
記
・テ
ー
プ
起
こ
し

添
削
・採
点

文
書
作
成

全体 本業 副業

主に「一般消費者」を直接の取引先

（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））
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（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

仕事内容（単数回答） ※前ページの続き

0.5% 0.7%
0.3%
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9.5%

0.6%

2.2% 2.2%

0.2% 0.3% 0.2%

1.8%

0.8%

12.1%

3.1%
3.5%

0.4%

5.6%

3.9%

6.1%

0.1%
0.5% 0.4%

1.0%

7.7%

0.7%
2.0% 1.5%

0.3%
0.4%

0.2%
0.6%

1.2%

12.4%

2.8% 2.5%

0.4%

8.2%

3.6%

6.4%

1.3% 1.3%

0.0%

1.0%

13.3%

0.4%

2.8%

3.8%

0.0% 0.0%

0.3%

4.4%

0.0%

11.4%

3.8%

5.6%

0.4%
0.0%

4.7%
5.6%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

書
類
整
理

受
付
、
電
話
応
対
（コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）、
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

検
針
、
集
金

そ
の
他
の
事
務
作
業
等

商
品
の
営
業
・販
売
、
ル
ー
ト
配
送
販
売
、
勧
誘
、
保
険
外
交
員
、

仲
立
人
、
再
生
資
源
回
収
・卸
売
、
不
動
産
仲
介
・売
買
等

家
事
、
掃
除
等
の
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

美
容
・衣
装
関
係
（美
容
師
、
メ
イ
ク
ア
ッ
プ
、
ス
タ
イ
リ
ス
ト
等
）

接
客

調
理
士
、
栄
養
士

旅
行
・観
光
、
宿
泊

マ
ン
シ
ョ
ン
・ビ
ル
、
駐
車
場
等
の
管
理
人

広
告
・ビ
ラ
配
り

機
器
や
設
備
等
の
各
種
点
検
・メ
ン
テ
ナ
ン
ス
（出
張
修
理
、
カ
ス

タ
マ
ー
エ
ン
ジ
ニ
ア
等
）

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
の
仕
事

製
造
・生
産
（組
立
、
加
工
、
塗
装
、
処
理
、
検
査
、
製
図
、
印
刷
・

製
本
等
）

輸
送
・運
転
（人
や
貨
物
の
輸
送
、
自
動
車
、
ト
ラ
ッ
ク
、
バ
ス
等
の

運
転
手
）

施
設
管
理
、
警
備

建
設
・採
掘
（建
設
工
事
、
解
体
、
塗
装
、
大
工
、
左
官
、
と
び
職
、

配
管
工
、
電
気
工
事
、
土
木
作
業
等
）

運
搬
、
清
掃
等
（宅
配
配
達
人
、
倉
庫
作
業
、
清
掃
員
、
洗
浄
、
ご

み
処
理
、
選
別
、
包
装
等
）

そ
の
他

全体 本業 副業（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））
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○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者の業務請負等の仕事を始めてからの期間について、「本業」では「20年以上」
（31.8％）が最も高く、次いで、「５年以上10年未満」（15.8％）、「10年以上15年未満」（12.3％）の順に回答の割合が高いが、
「副業」では「５年以上10年未満」（20.0％）、「１年以上３年未満」（20.0％）、「３年以上５年未満」（14.6％）の順に割合が高い。

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先としている者の業務請負等の仕事を始めてからの期間について、「本業」では「20年以
上」（30.1％）が最も高く、次いで、「５年以上10年未満」（16.2％）、 「10年以上15年未満」（14.6％） の順に割合が高いが、「副
業」では「１年以上３年未満」（21.8％）が最も高く、次いで、「３年以上５年未満」（18.2％）、「５年以上10年未満」（15.6％）の順
に割合が高い。

就業期間

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

就業期間

6ヶ月未満, 5.0% 6ヶ月未満, 4.1%
6ヶ月未満, 8.1%

5.0% 3.4%
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16.8%

15.8%

20.0%

11.7%

12.3%

9.6%

9.9%

10.6%

7.6%20年以上, 26.7%
20年以上, 31.8%

20年以上, 10.1%
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80%

90%

100%

全体 本業 副業

6ヶ月未満 6ヶ月以上1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満

5年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上

主に「事業者」を直接の取引先

6ヶ月未満, 7.2% 6ヶ月未満, 5.3%
6ヶ月未満, 11.3%

5.0%
3.9%

7.1%
13.2%

9.1%

21.8%
12.5%

9.8%

18.2%
16.0%

16.2%

15.6%

13.1%

14.6%

10.1%

9.0%

11.1%

4.7%20年以上, 23.9%
20年以上, 30.1%

20年以上, 11.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

6ヶ月未満 6ヶ月以上1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満

5年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上

主に「一般消費者」を直接の取引先

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値）） （N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））
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○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者について、業務請負等の仕事を行う上で（会社などに雇われて働くのではなく）現
在の働き方を選択した理由は、全体、就業形態別ともに、「働く時間を自分で決められるから」（全体：58.9％／本業：58.3％
／副業：60.9％）が最も高く、次いで、「自身の裁量で仕事を進められるから」（全体：46.6％／本業：47.2％／副業：44.5％）、
「自身の知識や経験、資格、能力が活かせるから」（全体：43.1％／本業：44.7％／副業：37.8％）の順に割合が高い。

○ 「副業」では、「本業」に比べ、「家計を補助するため」の割合が16.1％と高くなっている。

現在の働き方を選択した理由①

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

現在の働き方を選択した理由（複数回答）

58.9%

34.3%

25.9%

46.6%
43.1%

10.5%

17.4%

10.6% 8.2%
13.8% 15.7% 13.4%

4.3%
6.8%

12.5%
8.4%

4.0%
6.4%

58.3%

33.6%
27.4%

47.2%
44.7%

9.9%

17.8%

11.7%

7.9%

13.5% 15.0%
12.0%

4.9%
6.9%

13.1%

6.0%
3.8%

6.9%

60.9%

36.7%

20.9%

44.5%

37.8%

12.5% 16.3%

7.2%

9.3%

15.0% 18.1% 17.9%

2.6%
6.7%

10.8%

16.1%

4.5%
4.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

働
く
時
間
を
自
分
で
決
め
ら
れ
る
か
ら

働
く
場
所
を
自
分
で
決
め
ら
れ
る
か
ら

仕
事
の
内
容
や
取
引
先
を
選
べ
る
か
ら

自
身
の
裁
量
で
仕
事
を
進
め
ら
れ
る
か
ら

自
身
の
知
識
や
経
験
、
資
格
、
能
力
が
活
か
せ
る
か
ら

多
様
な
仕
事
の
経
験
や
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
つ
な
が
る

か
ら

報
酬
が
良
い
か
ら
（
頑
張
っ
た
分
だ
け
、
稼
げ
る
か
ら
）

会
社
な
ど
に
雇
わ
れ
て
働
く
仕
事
に
、
魅
力
的
な
仕
事
や

報
酬
の
良
い
仕
事
が
無
か
っ
た
か
ら

正
社
員
・
正
職
員
の
仕
事
が
見
つ
か
ら
な
か
っ
た
か
ら

性
別
や
年
齢
に
関
係
な
く
、
や
り
た
い
仕
事
を
し
た
か
っ

た
か
ら

働
き
始
め
や
す
か
っ
た
か
ら

家
事
や
育
児
、
介
護
と
両
立
し
や
す
い
か
ら

高
齢
だ
か
ら

健
康
上
の
問
題
を
抱
え
て
い
る
か
ら

組
織
の
人
間
関
係
が
煩
わ
し
い
か
ら

家
計
を
補
助
す
る
た
め
（
家
計
費
の
補
て
ん
、
子
ど
も
の
学

費
・
教
育
費
、
ロ
ー
ン
返
済
、
娯
楽
費
や
貯
蓄
の
捻
出
等
）

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

全体 本業 副業

主に「事業者」を直接の取引先

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者について、業務請負等の仕事を行う上で、（会社などに雇われて働
くのではなく）現在の働き方を選択した理由は、全体、就業形態別ともに、「働く時間を自分で決められるから」（全
体：65.0％／本業：64.1％／副業：66.9％）が最も高く、次いで、「自身の裁量で仕事を進められるから」（全体：
49.6％／本業：49.1％／副業：50.7％）、「自身の知識や経験、資格、能力が活かせるから」（全体：44.6％／本業：
43.8％／副業：46.3％）の順に割合が高い。

○ 「副業」では、「本業」に比べ、「家計を補助するため」の割合が11.0％と高くなっている。

現在の働き方を選択した理由②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

現在の働き方を選択した理由（複数回答）

65.0%

38.8%

32.0%

49.6%
44.6%

10.5%

16.2%

7.9% 6.7%
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れ
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決
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仕
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内
容
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取
引
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選
べ
る
か
ら

自
身
の
裁
量
で
仕
事
を
進
め
ら
れ
る
か
ら

自
身
の
知
識
や
経
験
、
資
格
、
能
力
が
活
か
せ
る
か

ら

多
様
な
仕
事
の
経
験
や
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
つ
な

が
る
か
ら

報
酬
が
良
い
か
ら
（
頑
張
っ
た
分
だ
け
、
稼
げ
る
か

ら
）

会
社
な
ど
に
雇
わ
れ
て
働
く
仕
事
に
、
魅
力
的
な
仕

事
や
報
酬
の
良
い
仕
事
が
無
か
っ
た
か
ら

正
社
員
・
正
職
員
の
仕
事
が
見
つ
か
ら
な
か
っ
た

か
ら

性
別
や
年
齢
に
関
係
な
く
、
や
り
た
い
仕
事
を
し
た

か
っ
た
か
ら

働
き
始
め
や
す
か
っ
た
か
ら

家
事
や
育
児
、
介
護
と
両
立
し
や
す
い
か
ら

高
齢
だ
か
ら

健
康
上
の
問
題
を
抱
え
て
い
る
か
ら

組
織
の
人
間
関
係
が
煩
わ
し
い
か
ら

家
計
を
補
助
す
る
た
め
（
家
計
費
の
補
て
ん
、
子
ど

も
の
学
費
・
教
育
費
、
ロ
ー
ン
返
済
、
娯
楽
費
や
貯

蓄
の
捻
出
等
）

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

全体 本業 副業

主に「一般消費者」を直接の取引先

（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））
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○ 業務請負等の仕事を行う主な場所について、全体で見ると、主に「事業者」を直接の取引先としている者、主に「一般消費
者」を直接の取引先としている者、ともに「自宅」（51.6％、43.7％）が最も高いが、前者の方が割合が高くなっている。次いで、
「取引先から随時、指定される場所」（22.6％、19.3％）が高い。

○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者のうち、「副業」では、「本業」に比べて「自宅に準じた、自ら選択した場所」の割
合が4.7％と低くなっている。

主な就業場所

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

主な就業場所

自宅, 51.6% 自宅, 51.1% 自宅, 53.2%

8.3% 9.3% 4.7%

11.4% 10.2% 15.2%

22.6% 23.1% 21.1%

その他, 6.1% その他, 6.3% その他, 5.7%
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自宅

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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その他, 9.7%
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

その他

取引相手（一般の消費者）から随時、指定される場所

取引相手（一般の消費者）の自宅

自宅に準じた、自ら選択した場所（事務所やカフェ、共同スペース等）

自宅

（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先 主に「一般消費者」を直接の取引先
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○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者の業務請負等の仕事に携わった１か月当たりの平均日数について、「本業」では
「21日以上25日以内」（26.8％）が最も高く、次いで、「16日以上20日以内」（23.9％）、「26日以上１ヶ月以内（ほぼ休まず）」
（13.8％）の順に割合が高いが、「副業」では「５日以内」（35.5％）が最も高く、10日以内の回答の割合を合計すると６割弱となる。

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先としている者の業務請負等の仕事に携わった１か月当たりの平均日数について、「本業」で
は「21日以上25日以内」（24.3％）が最も高く、次いで、「16日以上20日以内」（18.9％）、「５日以内」（16.0％）の順に割合が高いが、
「副業」では「５日以内」（39.7％）が最も高く、 10日以内の回答の割合を合わせると６割弱となる。

仕事に携わった日数について

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

業務請負等の仕事に携わった1か月当たりの平均日数
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13.5%
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（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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10.0%
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26日以上1ヶ月以内
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（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先 主に「一般消費者」を直接の取引先
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仕事に携わった時間

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

業務請負等の仕事に携わった1日当たりの平均時間

○ 主に「事業者」を直接の取引先としている者の業務請負等の仕事に携わった1日当たりの平均時間について、「本業」では「６時間以
上８時間未満」（31.9％）が最も高く、次いで、「４時間以上６時間未満」（21.0％）、「８時間以上10時間未満」（19.9％）の順に割合が高い
が、「副業」では「２時間以上４時間未満」（27.3％）が最も高く、４時間未満の回答の割合を合計すると５割を超える。

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先としている者の業務請負等の仕事に携わった1日当たりの平均時間について、 「本業」では「６時
間以上８時間未満」（26.9％）が最も高く、次いで、「４時間以上６時間未満」（25.9％）、「２時間以上４時間未満」（18.1％）の順に割合が
高いが、「副業」では「２時間以上４時間未満」（25.6％）が最も高く、４時間未満の回答の割合を合計すると５割を超える。

1時間未満, 3.2%
1時間未満, 1.7%

1時間未満, 7.9%
6.7%

3.8%

16.3%
16.4%

13.0%

27.3%21.0%

21.0%

21.2%28.4%

31.9%

17.0%
16.9%

19.9%

7.0%4.2% 5.3%
0.9%12時間以上, 3.3% 12時間以上, 3.5% 12時間以上, 2.4%
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6時間以上8時間未満 8時間以上10時間未満 10時間以上12時間未満 12時間以上

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

1時間未満, 4.4% 1時間未満, 2.8%
1時間未満, 7.8%

10.0%
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20.5%
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23.4%

25.9%

18.2%

25.4%
26.9%

22.5%

11.3%
13.6%

6.7%2.4% 3.3%
0.7%

12時間以上, 2.4% 12時間以上, 3.1%
12時間以上, 0.8%
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6時間以上8時間未満 8時間以上10時間未満 10時間以上12時間未満 12時間以上

（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先 主に「一般消費者」を直接の取引先
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業務請負等の仕事の平均年収①

※ここでの年収は、事業としての収入（売上高）ではなく、必要な経費等を差し引いた、自身の所得になる額（社会保険料を含めた税込みの額面）の概算をいう。
（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者の業務請負等の仕事の平均年収（税込）について、全体でみると、「50万円未
満」（29.4％）が最も高く、次いで「答えたくない」（13.7％）、「50万円以上100万円未満」（11.2％）の順に割合が高い。

○ 就業形態別にみると、「本業」では「50万円未満」（20.8％）が最も高く、次いで「答えたくない」（16.1％）、「300万円台」
（10.8％）の順に割合が高い。一方「副業」では、「50万円未満」（57.5％）が最も高く、６割弱を占めている。

業務請負等の仕事の平均年収（税込）

50万円未満, 57.5%

50万円未満, 20.8%

50万円未満, 29.4%

16.0%

9.7%

11.2%

6.9%

9.7%

9.1%

5.5%

10.1%

9.0%

3.2%

10.8%

9.0%

2.0%

7.5%

6.2%

1.2%

5.1%

4.2%

0.5%

3.9%

3.1%

0.0%

1.9%

1.5%

0.4%

1.4%

1.1%

0.0%

1.3%

1.0%

0.7%

1.8%

1.5%

答えたくない,
6.0%

答えたくない, 16.1%

答えたくない, 13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

副業

本業

全体

50万円未満 50万円以上100万円未満 100万円台 200万円台 300万円台

400万円台 500万円台 600万円台 700万円台 800万円台

900万円台 1,000万円以上 答えたくない

主に「事業者」を直接の取引先

（N＝1,702,455
（参考値））

（N＝1,303,899
（参考値））

（N＝398,556
（参考値））
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○ 「本業」でみると、主たる生計維持者である者の業務請負等の仕事の平均年収（税込）は、「答えたくない」を除くと、「300万
円台」（13.5％）が最も高く、次いで「50万円未満」（11.8％）、「200万円台」（11.5％）の順に割合が高い。一方、主たる生計維持
者でない者については、「50万円未満」（42.2％）が最も高くなっている。

○ 「副業」でみると、いずれも「50万円未満」が最も高くなっている。

業務請負等の仕事の平均年収②

※ここでの年収は、事業としての収入（売上高）ではなく、必要な経費等を差し引いた、自身の所得になる額（社会保険料を含めた税込みの額面）の概算をいう。
※「主たる生計維持者」とは、主に世帯の生計を担っている者、世帯の中でもっとも所得が高い者をいう。 （出所）JILPT 「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

業務請負等の仕事の平均年収×主たる生計維持者か主に「事業者」を直接の取引先
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業務請負等の仕事の平均年収③

※ここでの年収は、事業としての収入（売上高）ではなく、必要な経費等を差し引いた、自身の所得になる額（社会保険料を含めた税込みの額面）の概算をいう。
（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者の業務請負等の仕事の平均年収（税込）について、全体と「本業」で
は、「50万円未満」（32.9％/22.7％）が最も高く、次いで「答えたくない」（13.8％/18.2％）、「50万円以上100万円未
満」（11.7 ％/11.5％）の順に割合が高い。

○ 一方「副業」では「50万円未満」（54.0％）が最も高く、５割強を占めている。

業務請負等の仕事の平均年収（税込）

50万円未満, 54.0%

50万円未満, 22.7%

50万円未満, 32.9%
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900万円台 1,000万円以上 答えたくない

（N＝577,090
（参考値））

（N＝388,967
（参考値））

（N＝188,123
（参考値））

主に「一般消費者」を直接の取引先
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○業務の受注に当たっての仲介事業者の利用状況（複数回答）について、全体的に、主に「一般消費者」と直接取引をして
いる者より、主に「事業者」と直接取引をしている者の方が、何らかの仲介事業者を利用している者の割合が高い。

○ 双方とも、「副業」については、「本業」より、「クラウドソーシングなどを利用している」の回答の割合が高い。

仲介事業者の利用状況①

※ここでの「クラウドソーシングなど」については「インターネットを介して、仕事の注文者と受注者が直接、受発注を行うことができるサービス」を指すものとする。なお、オンライン上で成果物の納品等が行
われる形態のほか、食品配達サービス等のように、受発注のみオンライン上で行い、サービスの提供自体は対面や本人自身で行われる形態（オフライン上で行われる形態）についても含むものとする。
（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

業務の受注に当たっての仲介事業者の利用状況（複数回答）

11.3% 9.3%
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6.7% 7.0%
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19.2% 19.1%
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い, 64.6%
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い, 66.4%

仲介事業者は一

切、利用していな

い, 58.8%
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仲介事業者は一切、利用していない その他（上記以外）の仲介事業者を利用している

シルバー人材センターを利用している エージェント会社（プロダクションなど）を利用している

クラウドソーシングなどを利用している

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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シルバー人材センターを利用している エージェント会社（プロダクションなど）を利用している

クラウドソーシングなどを利用している

（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先 主に「一般消費者」を直接の取引先
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仲介事業者の利用状況②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

定期的に利用している「クラウドソーシングなど」の数

※「仲介事業者の利用状況①」において「クラウドソーシングなどを利用している」と回答した者を対象とする。
※ここでの「クラウドソーシングなど」については「インターネットを介して、仕事の注文者と受注者が直接、受発注を行うことができるサービス」を指すものとする。なお、オンライン上で成果物の納品等が行われる形態のほか、食品
配達サービス等のように、受発注のみオンライン上で行い、サービスの提供自体は対面や本人自身で行われる形態（オフライン上で行われる形態）についても含むものとする。

○ 定期的に利用している「クラウドソーシングなど」の数について、主に「事業者」を直接の取引先としている者、主に
「一般消費者」を直接の取引先としている者ともに全体、就業形態別のいずれも、「１つ」が最も高く、次いで、「２つ」
の割合が高く、両者を合計すると、いずれも約９割。
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

1つ 2つ 3～4つ 5つ以上

（N＝70,607（参考値））（N＝121,067（参考値））（N＝191,674（参考値））
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5.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

1つ 2つ 3～4つ 5つ以上

（N＝55,481（参考値）） （N＝27,247（参考値）） （N＝28,235（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先 主に「一般消費者」を直接の取引先
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○ 取引先と、取引先の専属になる、または取引先を他社より優先する等の取り決めの有無について、全体、就業形態別とも
に、「していない」（全体：60.4％／本業：58.1％／副業：68.0％）が最も高く、次いで、「取り決めはないが、専属や優先が慣行
となっている」 （全体：25.1％／本業：27.7％／副業：16.6％）の割合が高い。

○ 専属や優先の取り決めに違反した場合における取引先から予想される対応について、全体、就業形態別ともに、「ペナル
ティは特にない」（全体：46.7％／本業：49.3％／副業：35.3％）が最も高く、次いで、「現在の契約が解除（解約）される」 （全
体：23.1％／本業：21.3％／副業：31.0％）の割合が高い。

取引先との専属性

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

①取引先と、取引先の専属になる等の取り決めの有無

11.5% 11.0% 13.3%

2.9% 3.2% 2.1%

25.1% 27.7%
16.6%

していない, 
60.4%

していない, 
58.1% していない, 

68.0%
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全体 本業 副業

していない 取り決めはないが、専属や優先が慣行となっている

他社より優先する取り決めをしている 専属の取り決めをしている

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値））（N＝398,556（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先

23.1% 21.3%

31.0%

12.4% 12.7% 11.3%
7.6% 8.0% 6.1%

46.7% 49.3%

35.3%

18.2% 17.3%
22.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

全体 本業 副業

現在の契約が解除（解約）される 次回の契約更新がなされない

上記以外のペナルティ（損害賠償等） ペナルティは特にない

分からない

（N＝127,525（参考値））（N＝546,692（参考値））（N＝674,217（参考値））

②専属や優先の取り決めに違反した場合における
取引先から予想される対応（複数回答）

※①において「していない」と回答した者を除く。
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取引先での従業員経験

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

○ 取引先での従業員経験（もともと取引先の従業員だったか）について、全体、就業形態別ともに、「いいえ」（全体：92.1％／
本業：91.9％／副業：92.6％）が約９割となっている。

○ 取引先の従業員だった当時の仕事内容と現在の業務請負等の仕事内容との相違について、全体、就業形態別ともに、「同
じ内容の仕事をしていた」（全体：83.5％／本業：85.7％／副業：75.6％）が約８割となっている。

①取引先での従業員経験

7.9% 8.1% 7.4%
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はい いいえ

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先
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75.6%
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同じ内容の仕事をしていた 異なる内容の仕事をしていた

（N＝135,203（参考値）） （N＝105,791（参考値）） （N＝29,412（参考値））

②取引先の従業員だった当時の仕事内容と
現在の業務請負等の仕事内容との相違

※①において「はい」と回答した者を対象とする。
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○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者の取引先とのトラブルについて、全体、就業形態別ともに、「トラブルになった
経験は特に無い」（全体：65.3％／本業：62.8％／副業：73.6％ ）が最も高い。

○ 経験したトラブル（複数回答）の中では、全体、就業形態別ともに、「報酬の支払いが遅れた・期日に支払われなかっ
た」（全体：12.5％／本業：13.6％／副業：9.0％ ）が最も高い。次いで「全体」と「本業」では、「仕事の内容・範囲について
揉めた」 （全体：10.5％／本業：11.7％）の割合が高く、「副業」では 「報酬が一方的に減額された」 （8.3％）の割合が高い。

トラブル①

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

トラブルになった経験（事柄）（複数回答）

10.5% 8.4%
6.9% 5.6%

0.7%

7.8%
10.4% 12.5%

3.4%
4.1% 4.1% 3.9%

2.2% 1.0%

65.3%

11.7% 9.1%
7.8%

5.2%
0.5%

9.0%
11.1% 13.6%

3.1%

4.4% 4.3% 4.0% 2.4% 1.2%

62.8%

6.4% 6.1% 4.0%
7.0%

1.2% 3.7%
8.3% 9.0%

4.2%
3.3% 3.6% 3.4% 1.6% 0.6%

73.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

仕
事
の
内
容
・
範
囲
に
つ
い
て
揉
め
た

仕
様
を
一
方
的
に
変
更
さ
れ
た

作
業
期
間
や
納
品
日
を
一
方
的
に
変
更
さ
れ

た

仕
事
が
始
ま
っ
た
後
、
契
約
を
一
方
的
に
打

ち
切
ら
れ
た

成
果
物
や
サ
ー
ビ
ス
の
受
け
取
り
を
拒
否
さ

れ
た

報
酬
が
全
く
支
払
わ
れ
な
か
っ
た

報
酬
が
一
方
的
に
減
額
さ
れ
た

報
酬
の
支
払
い
が
遅
れ
た
・
期
日
に
支
払
わ

れ
な
か
っ
た

取
引
先
の
都
合
で
急
遽
休
業
（
休
み
）
と
な
っ

た
が
、
そ
の
日
の
報
酬
は
支
払
わ
れ
な
か
っ

た

予
定
外
の
費
用
や
諸
経
費
の
負
担
を
求
め
ら

れ
た

自
分
の
ア
イ
デ
ア
や
企
画
案
が
無
断
で
使
用

さ
れ
た

取
引
先
と
連
絡
が
取
れ
な
く
な
っ
た

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・
パ
ワ
ー
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
嫌
が
ら
せ
を
受
け
た

そ
の
他

ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
た
経
験
は
特
に
無
い

全体 本業 副業

主に「事業者」を直接の取引先

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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トラブル②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

経験のあったトラブルの中で最もよくあったトラブル（単数回答）

※「トラブル①」で「トラブルになった経験は特に無い」と回答した者を除く。

○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者のうち、トラブルを経験した者が取引先との間で最もよくあったトラブルに
ついて、全体、就業形態別ともに、「報酬の支払いが遅れた・期日に支払われなかった」（全体：18.7％／本業：
18.4％／副業：20.3％）が最も高く、次いで、「仕事の内容・範囲について揉めた」 （全体：17.4％／本業：18.3％／副
業：13.0％）、「報酬が一方的に減額された」 （全体：13.3％／本業：13.7％／副業：11.6％）の順に割合が高い。
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全体 本業 副業（N＝590,896（参考値）） （N＝485,694（参考値）） （N＝105,202（参考値））
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トラブル③

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

経験のあったトラブルへの対処方法（単数回答）

※「トラブル①」において「トラブルになった経験は特に無い」と回答した者を除く。

○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者の取引先との間のトラブルへの対処法として最も多かったケースについて、
全体、就業形態別ともに、「取引先と直接交渉した」（全体：52.5％／本業：53.6％／副業：47.4％）が最も高く、次い
で、「特に何もしなかった」 （全体：26.8％／本業：26.1％／副業：29.9％）、「交渉せず、こちらから取引を中止した」
（全体：13.4％／本業：12.6％／副業：16.9％）の順に割合が高い。
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取引先と直接交渉した 仲介事業者を通じて交渉した 弁護士など第三者を通じて交渉した

交渉せず、こちらから取引を中止した その他 特に何もしなかった

主に「事業者」を直接の取引先

（N＝590,896（参考値）） （N＝485,694（参考値）） （N＝105,202（参考値））
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トラブル④

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

経験のあったトラブルの解決状況

※「トラブル①」において「トラブルになった経験は特に無い」と回答した者を除く。

○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者について、取引先とのトラブルに対処した結果のそのトラブルの解決状況
は、全体、就業形態別ともに、「解決したものもあるし、解決していないものもある」 （全体：48.7％／本業：48.9％／
副業：48.0％）が約５割。
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すべて解決した 解決したものもあるし、解決していないものもある 全く解決していない

主に「事業者」を直接の取引先

（N＝590,896（参考値）） （N＝485,694（参考値）） （N＝105,202（参考値））
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○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者の取引先とのトラブルについて、全体、就業形態別ともに、「トラブル
になった経験は特に無い」（全体：60.5％／本業：55.9％／副業：70.1％ ）が最も高い。

○ 経験したトラブル（複数回答）の中では、全体では「仕事の内容・範囲について揉めた」（12.6％）が、就業形態別
では、「本業」では「報酬の支払いが遅れた・期日に支払われなかった」（14.9％）が、「副業」では「仕事が始まった
後、契約を一方的に打ち切られた」（9.6％）が最も高い。

トラブル⑤

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

トラブルになった経験（事柄） （複数回答）
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（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））
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トラブル⑥

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

経験のあったトラブルの中で最もよくあったトラブル（単数回答）

※「トラブル⑤」で「トラブルになった経験は特に無い」と回答した者を除く。

○主に「一般消費者」を直接の取引先とする者のうち、トラブルを経験した者が取引先と最もよくあったトラブルについ
て、全体で見ると、「仕事の内容・範囲について揉めた」（18.2％）が最も高く、次いで、「報酬の支払いが遅れた・期
日に支払われなかった」（15.5％）、「仕事が始まった後、契約を一方的に打ち切られた」（9.8％）の順に割合が高い。

○ 就業形態別に見ると、「本業」では「仕事の内容・範囲について揉めた」（19.6％）が、「副業」では「仕事が始まった
後、契約を一方的に打ち切られた」（20.0％）が最も高い。
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主に「一般消費者」を直接の取引先

（N＝227,710（参考値）） （N＝171,420（参考値）） （N＝56,291（参考値））
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トラブル⑦

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

経験のあったトラブルへの対処方法（単数回答）

※「トラブル⑤ 」において「トラブルになった経験は特に無い」と回答した者を除く。

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者の取引先との間のトラブルへの対処法として最も多かったケースに
ついて、全体で見ると、「取引相手と直接交渉した」（49.9％）が最も高く、次いで、「特に何もしなかった」（27.6％）、
「交渉せず、こちらから取引を中止した」（15.0％）の順に割合が高い。

○業務形態別に見ると、「本業」では「取引相手と直接交渉した」（55.7％）が、「副業」では「特に何もしなかった」
（45.2％）が最も高い。

取引相手と直接交渉した,
49.9%

取引相手と直接交渉した
, 55.7%

取引相手と直接交渉した,
32.4%

4.9%

5.3%

3.9%

1.5%

1.7%

1.1%

15.0%

14.2%

17.3%

1.0%
1.4%

0.0%

特に何もしなかった, 
27.6%

特に何もしなかった,
21.8%

特に何もしなかった, 
45.2%
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全体 本業 副業

取引相手と直接交渉した 仲介事業者を通じて交渉した 弁護士など第三者を通じて交渉した

交渉せず、こちらから取引を中止した その他 特に何もしなかった

（N＝227,710（参考値）） （N＝171,420（参考値）） （N＝56,291（参考値））

主に「一般消費者」を直接の取引先
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トラブル⑧

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

経験のあったトラブルの解決状況

※「トラブル⑤」において「トラブルになった経験は特に無い」と回答した者を除く。

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者について、取引先とのトラブルに対処した結果、そのトラブルの解決
状況は、全体、就業形態別ともに、「解決したものもあるし、解決していないものもある」 （全体：51.1％／本業：
47.9％／副業：60.8％）が最も高く、特に副業では６割を超えている。

すべて解決した, 37.5%
すべて解決した, 41.8%

すべて解決した, 24.1%

51.1%
47.9%

60.8%

11.4% 10.2%
15.0%

0%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

すべて解決した 解決したものもあるし、解決していないものもある 全く解決していない

主に「一般消費者」を直接の取引先

（N＝227,710（参考値）） （N＝171,420（参考値）） （N＝56,291（参考値））
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主要な取引先との仕事の開始時からの期間

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

○ 主要な取引先との業務請負等の仕事を始めてからの期間について、「本業」では、「20年以上」（19.1％）が最も高
く、次いで、「５年以上10年未満」（18.3％）、「10年以上15年未満」（14.2％）の順に回答が高い。

○ 一方「副業」では、「１年以上３年未満」（20.6％）が最も高く、次いで「３年以上５年未満」（16.4％）、「５年以上10年
未満」 （16.4％）の割合が高い。

主要な取引先との仕事の開始時からの期間

6ヶ月未満, 8.1% 6ヶ月未満, 6.3% 6ヶ月未満, 13.9%

7.6%
6.0%

12.8%
15.6%

14.1%

20.6%13.5%

12.6%

16.4%17.9%

18.3%

16.4%
13.3%

14.2%

10.7%

8.2%
9.5%

4.1%
20年以上, 15.8% 20年以上, 19.1%

20年以上, 5.0%
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90%

100%

全体 本業 副業

6ヶ月未満 6ヶ月以上1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満

5年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先



主に「事業者」を直接の取引先
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主要な取引先から得られる年収の個人年収全体に占める割合

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

主要な取引先から得られる年収の個人年収全体に占める割合

○ 主要な取引先から得られる年収の個人年収全体に占める割合について、全体で見ると、「９割以上」（21.3％）が
最も高く、次いで、「分からない・答えたくない」（19.1％）、「１割未満」（14.8％）の順に割合が高い。

○就業形態別に見ると、「本業」では、「９割以上」（26.5％）が最も高い。一方、「副業」では「１割未満」（35.8％）が最も
高く、３割未満の回答の割合を合計すると６割弱となっている。

1割未満, 14.8%
1割未満, 8.4%

1割未満, 35.8%

14.3%

11.4%

23.8%

12.1%

12.3%

11.5%

10.2%

11.3%

6.7%

8.2%

10.0%

2.3%

21.3%
26.5%

4.1%

分からない・答えたくない, 
19.1%

分からない・答えたくない,
20.1%

分からない・答えたくない,
15.9%
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全体 本業 副業

1割未満 1割以上3割未満 3割以上5割未満 5割以上7割未満 7割以上9割未満 9割以上 分からない・答えたくない

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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主要な取引先からの業務依頼に対する拒否

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

①主要な取引先との契約上や取り決め上の個別の業務依頼に対する拒否の可否

○ 主要な取引先との契約上や取り決め上、個別の業務依頼を断ることができるかについて、全体、就業形態別ともに「断ることが出来るようになっている」が約７割。
○ 自身の都合で主要な取引先からの業務依頼を断ったことがあるかについて、全体、就業形態別ともに、「ほとんどない」 、「まったくない」が約７割。
○ 業務依頼を断った後、主要な取引先から業務依頼があったかについて、全体、就業形態別ともに「業務依頼があった」が最も高いが、「本業」は約９割（90.1％）である一
方、副業は約７割（73.1％）となっている。

○ 主要な取引先からの業務依頼を断った場合に予想される対応について、全体、就業形態別ともに、「ペナルティは特にない」（全体：51.7％／本業：53.4％／副業：
46.0％）が最も高く、次いで、「分からない」（全体：23.8％／本業：22.4％／副業：28.4％）、「今よりも受注が減らされる」（全体：13.7％／本業：13.8％／副業：13.4％）の順
に割合が高い。

断ることが出来るよ

うになっている, 
66.8%

断ることが出来るよ

うになっている, 
67.3%

断ることが出来るよ

うになっている, 
65.2%

6.3% 6.5% 5.6%

26.9% 26.2% 29.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 本業 副業

断ることが出来るようになっている 断ることは出来ないようになっている 分からない

主に「事業者」を直接の取引先
②主要な取引先からの業務依頼に対する拒否の経験

業務依頼が

あった, 86.5%

業務依頼が

あった, 90.1% 業務依頼が

あった, 73.1%

2.5% 1.5%

6.2%

11.0% 8.3%
20.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 本業 副業

「今後は業務依頼を行わない旨の通知」はないが、業務依頼は（未だ）ない

今後は業務依頼を行わない旨の通知があった

業務依頼があった

③主要な取引先からの業務依頼に対する拒否後の業務依頼の状況

※①ついて「断ることは出来ないようになっている」と回答した者を除く。

5.7% 5.2%
7.6%

5.7% 5.4% 6.5%
7.9% 7.8% 8.0%

13.7% 13.8% 13.4%

1.0% 0.6% 2.0%

51.7% 53.4%
46.0%

23.8% 22.4% 28.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

全体 本業 副業

現在の契約が解除（解約）される 次回の契約更新がなされない

今後二度と仕事を依頼されなくなる（発注されなくなる） 今よりも受注が減らされる

上記以外のペナルティ（損害賠償等） ペナルティは特にない

分からない

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

④主要な取引先からの業務依頼の拒否に対し予想される対応（複数回答）※②ついて「よくある」「たまにある」を回答した者を対象とする。

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

（N＝517,226（参考値）） （N＝405,503（参考値）） （N＝111,723（参考値））

3.2% 3.3% 2.8%

29.2% 29.9% 26.9%

37.6% 39.4%
31.9%

まったくない, 
30.0%

まったくない, 
27.4%

まったくない, 
38.5%
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80%

100%

全体 本業 副業

よくある たまにある ほとんどない まったくない

（N＝1,595,715（参考値）） （N＝1,219,334（参考値）） （N＝376,381（参考値））
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主要な取引先からの仕事の受注に当たっての契約条件の取り決め①

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

①仕事内容について（単数回答）

○ 主要な取引先との仕事内容の決定（単数回答）について、全体、就業形態別ともに、「発注事業者から提示を受けるが、自身で選択し
たり、必要があれば交渉する」（全体：59.3％／本業：60.6％／副業：55.1％）が最も高く、次いで、「発注事業者が、一方的・定型的に決
定する（選択や交渉の余地はない）」（全体：22.4％／本業：20.2％／副業：29.6％）、「あなたから提示し、必要があれば交渉する」（全
体：13.8％／本業：14.9％／副業：10.1％）の順に回答の割合が高い。

○ 主要な取引先との報酬の決定（単数回答）について、「本業」では「発注事業者から提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれ
ば交渉する」（36.4％） が最も高く、次いで、 「発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）」 （33.3％）が高い
一方、「副業」では「発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない） 」（55.2％）が最も高い。

発注事業者が、一方
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地はない）, 20.2%

発注事業者が、一方
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る（選択や交渉の余

地はない）, 29.6%

59.3% 60.6%

55.1%

13.8% 14.9% 10.1%
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90%

100%

全体 本業 副業

第三者（仲介事業者等）が定めたルールで決定する

あなたが一方的に決定する

あなたから提示し、必要があれば交渉する

発注事業者から提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれば交渉する

発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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発注事業者が、一
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余地はない）, 33.3%

発注事業者が、一

方的・定型的に決定
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余地はない）, 55.2%

34.2%
36.4%

27.0%
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第三者（仲介事業者等）が定めたルールで決定する

あなたが一方的に決定する

あなたから提示し、必要があれば交渉する

発注事業者から提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれば交渉する

発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

②仕事の報酬について（単数回答）

主に「事業者」を直接の取引先



34

主要な取引先からの仕事の受注に当たっての契約条件の取り決め②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

○ 主要な取引先との仕事の期間や納期の決定（単数回答）について、全体、就業形態別ともに、「発注事業者から提示を受けるが、自
身で選択したり、必要があれば交渉する」（全体：48.6％／本業：50.2％／副業：43.4％）が最も高く、次いで、「発注事業者が、一方的・
定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）」（全体：29.7％／本業：27.3％／副業：37.5％）が高い。

○ 契約内容が取引先の都合で変更される場合の変更内容の決定（単数回答）について、全体、就業形態別ともに、「発注事業者から
提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれば交渉する」（全体：51.9％／本業：53.1％／副業：47.9％）が最も高く、次いで、「発注
事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）」（全体：27.3％／本業：24.4％／副業：36.7％）が高い。

○ いずれも「本業」より「副業」の方が、「発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）」の割合が高い。
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第三者（仲介事業者等）が定めたルールで決定する

あなたが一方的に決定する

あなたから提示し、必要があれば交渉する

発注事業者から提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれば交渉する

発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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第三者（仲介事業者等）が定めたルールで決定する

あなたが一方的に決定する

あなたから提示し、必要があれば交渉する

発注事業者から提示を受けるが、自身で選択したり、必要があれば交渉する

発注事業者が、一方的・定型的に決定する（選択や交渉の余地はない）

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

③仕事の期間や納期について（単数回答） ④取引先の都合による契約変更の変更内容（単数回答）

主に「事業者」を直接の取引先
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報酬額の算定基礎①

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

報酬額の算定基礎（複数回答）

○ 報酬の算定基礎（複数回答）について、全体、就業形態別ともに、「出来高（出来上がった仕事の分量）」（全体：
57.1％／本業：56.3％／副業：59.6％）が最も高く、次いで、「作業に要した時間数」（全体：33.3％／本業：34.9％／副
業：28.0％）の割合が高い。
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作業に要した時間数 出来高（出来上がった仕事の分量） 仕事の出来栄え（質）

その仕事から、取引先が得られる売上や利益 仕事への取組姿勢や意欲 経験年数や能力

生活の最低保障 その他 分からない

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先
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報酬額の算定基礎②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

報酬額の算定基礎の中で最も比重の大きい算定基礎（単数回答）

※「報酬額の算定基礎①」において「分からない」と回答した者を除く。

○報酬額の算定基礎の中で最も比重の大きい算定基礎について、全体、就業形態別ともに、「出来高（出来上がった
仕事の分量）」（全体：52.2％／本業：50.6％／副業：58.0％）が最も高く、次いで、「作業に要した時間数」（全体：
25.8％／本業：26.4％／副業：24.0％）の割合が高い。
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作業に要した時間数 出来高（出来上がった仕事の分量） 仕事の出来栄え（質）

その仕事から、取引先が得られる売上や利益 仕事への取組姿勢や意欲 経験年数や能力

生活の最低保障 その他

主に「事業者」を直接の取引先

（N＝1,554,111（参考値）） （N＝1,207,605（参考値）） （N＝346,505（参考値））



37

就業日時・場所に関する主要な取引先からの指示

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

○ 業務（作業）を行う日時に関する主要な取引先からの指示について、全体、就業形態別ともに、「指示されることは、全くな
い（すべて自身の裁量で決めることが出来る）」（全体：31.1％／本業：30.4％／副業：33.4％）が最も高く、次いで、「業務の性
質上、当然に指定される」（全体：28.0％／本業：27.1％／副業：30.8％）の割合が高い。

○ 業務（作業）を行う場所に関する主要な取引先からの指示について、全体、就業形態別ともに、「指示されることは、全くな
い（すべて自身の裁量で決めることが出来る）」（全体：42.7％／本業：42.2％／副業：44.5％）が最も高く、次いで、「業務の性
質上、当然に指定される」（全体：31.3％／本業：30.5％／副業：33.8％）の割合が高い。

①就業日時に関する主要な取引先からの指示
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る, 28.0%
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指示されることは、全くない（すべて自身の裁量で決めることが出来る）

指示されることは、あまりない（かなりの程度、自身で決めることが出来るが、指示さ

れることが時々ある）

業務の性質に関係なく、しばしば、指示を受けている（ある程度は自身で決めること

が出来るが、指示されることがしばしばある）

業務の性質に関係なく、常に、指示を受けている（自身の裁量余地は全くない）

業務の性質上、当然に指定される

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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る, 31.3%

業務の性質上、

当然に指定され

る, 30.5%

業務の性質上、

当然に指定され

る, 33.8%
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3.7%

6.4% 6.5%
5.9%

15.7% 16.9% 12.0%

42.7% 42.2% 44.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

指示されることは、全くない（すべて自身の裁量で決めることが出来る）

指示されることは、あまりない（かなりの程度、自身で決めることが出来るが、指示

されることが時々ある）

業務の性質に関係なく、しばしば、指示を受けている（ある程度は自身で決めるこ

とが出来るが、指示されることがしばしばある）

業務の性質に関係なく、常に、指示を受けている（自身の裁量余地は全くない）

業務の性質上、当然に指定される

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

②就業場所に関する主要な取引先からの指示

主に「事業者」を直接の取引先
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主要な取引先の社員であるかのような振る舞いの要請

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

主要な取引先の社員であるかのような振る舞いの要請

○ 顧客との打合せに同席する際に、主要な取引先の社員であるかのような振る舞いを求められるかについて、全体
で見ると、「求められていない（独立した自営業者等であることを名乗ることが出来る）」が34.7％である一方、「求め
られている」が15.1％となっている。

○ 就業形態別に見ると、「副業」では、「顧客との打合せに同席することは無い」の回答の割合が６割を超えている。

求められている, 15.1% 求められている, 15.4% 求められている, 14.2%

34.7%
38.5%

21.9%

50.2%
46.1%

63.8%
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40%
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60%

70%

80%

90%

100%

全体 本業 副業

求められている 求められていない（独立した自営業者等であることを名乗ることが出来る） 顧客との打合せに同席することは無い

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先
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業務の代替性

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

①主要な取引先から引き受けた業務の全部又は一部の代替可否

○ 主要な取引先との契約上、引き受けた業務の全部又は一部を他者に代わりに行わせることが出来るかについて、全体、就
業形態別ともに、「他者に行わせることはできない」（全体：57.9％／本業：55.0％／副業：67.5％）が最も高く、次いで、「他の事
業者に再委託することも、他者（従業員）を雇用することも可能」（全体：21.9％／本業：23.1％／副業：17.9％）の割合が高い。

○ 他者に代わりに行わせる際に主要な取引先から許可を得る必要があるかについて、業務形態別に見ると、「本業」では許可
の要否の割合はほとんど変わらないが、「副業」では「許可を得る必要がある」（56.9％）、「許可を得る必要はない」（43.1％）と
なっており、「許可を得る必要がある」の割合の方が若干高い。
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他者に行わせることはできない

他者（従業員）を雇用することは出来ないが、他の事業者に再委託することは可能

他の事業者に再委託することは出来ないが、他者(従業員）を雇用することは可能

他の事業者に再委託することも、他者（従業員）を雇用することも可能

（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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許可を得る必要がある 許可を得る必要はない

（N＝716,516（参考値）） （N＝587,071（参考値）） （N＝129,445（参考値））

②代替時における主要な取引先からの許可の要否

※①で「他者に行わせることはできない」を選択した者を除く。

主に「事業者」を直接の取引先
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主要な取引先との関係性

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

①予定されていた業務以外の業務に従事させられた経験

○ 主要な取引先から、予定されていた業務（契約内容）以外の業務に従事させられた経験について、全体、就業形態別ともに、「ほとんどな
い」 （全体：27.7％／本業：30.1％／副業：20.1％）、「まったくない」 （全体：48.7％／本業：45.4％／副業：59.5％）で約８割。

○ 仕事の成果等が、主要な取引先等の意向にそぐわなかったとして受領拒否された経験について、全体、就業形態別ともに、「ほとんどな
い」 （全体：22.3％／本業：23.2％／副業：19.5％）、「まったくない」 （全体：71.9％／本業：70.8％／副業：75.5％）で約９割。

○ 仕事の成果等が、主要な取引先等の意向にそぐわなかったとして報酬の減額や未払いになった経験について、全体、就業形態別ともに、
「ほとんどない」 （全体：19.5％／本業：20.9％／副業：14.8％）、「まったくない」 （全体：73.2％／本業：71.7％／副業：78.0％）で約９割。
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（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））
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（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

②仕事の成果等が主要な取引先等の意向にそぐわないとして受領拒否された経験

③仕事の成果等が主要な取引先等の意向にそぐわないとして報酬の減額や未払いにあった経験
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（N＝1,702,455（参考値）） （N＝1,303,899（参考値）） （N＝398,556（参考値））

主に「事業者」を直接の取引先
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公的な支援や整備を求める事項①

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

公的な支援や整備を求める事項（複数回答）

○ 主に「事業者」を直接の取引先とする者について、業務請負等の仕事をする中で公的な支援や整備を求めたいと感じてい
る事柄は、全体、業務形態別ともに、「特にない」（全体：54.8％／本業：54.4％／副業：56.2％）が最も高い。

○ 整備等を求める事項については、全体、業務形態別ともに、 「仕事が打ち切られた場合の支援」（全体：19.6％／本業：
20.2％／副業：17.6％）、「最低限支払うべき報酬額の策定」（全体：16.7％／本業：16.6％／副業：17.0％）、「仕事が原因で負
傷した・疾病になった場合の支援」（全体：15.2％／本業15.6％／副業14.0％）の順に割合が高い。
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主に「事業者」を直接の取引先
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公的な支援や整備を求める事項②

（出所）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等（速報）」をもとに雇用環境・均等局作成

公的な支援や整備を求める事項（複数回答）

○ 主に「一般消費者」を直接の取引先とする者について、業務請負等の仕事をする中で公的な支援や整備を求めたいと感じ
ている事柄は、全体、業務形態別ともに、「特にない」（全体：54.3％／本業：56.9％／副業：48.9％）が最も高い。

○ 整備等を求める事項については、全体、業務形態別ともに、 「仕事が打ち切られた場合の支援」（全体：17.9％／本業：
15.3％／副業：23.2％）、「最低限支払うべき報酬額の策定」（全体：15.5％／本業：13.7％／副業：19.3％）、「社会保障の充
実」（全体14.9％／本業13.2％／副業18.4％）の順に割合が高い。
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取
引
相
手
に
対
し
、
契
約
条
件
を
書
面
等
で
明
示
さ
せ
る

ル
ー
ル
の
策
定

契
約
内
容
の
決
定
や
変
更
の
ル
ー
ル
の
明
確
化

取
引
相
手
か
ら
の
契
約
の
終
了
（解
約
）を
制
限
す
る

ル
ー
ル
の
策
定

最
低
限
支
払
う
べ
き
報
酬
額
の
策
定

標
準
的
な
報
酬
額
に
つ
い
て
の
情
報
提
供

報
酬
支
払
い
の
時
期
等
に
関
す
る
ル
ー
ル
の
策
定

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

出
産
、
育
児
、
介
護
等
の
た
め
、
就
業
の
調
整
を
可
能
と

す
る
制
度

出
産
、
育
児
、
介
護
等
の
た
め
仕
事
が
で
き
な
い
期
間
等

の
金
銭
的
な
給
付

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の

防
止

仕
事
が
原
因
で
負
傷
し
た
・疾
病
に
な
っ
た
場
合
の
支
援

仕
事
が
打
ち
切
ら
れ
た
場
合
の
支
援

取
引
相
手
と
紛
争
が
生
じ
た
際
の
行
政
等
が
設
置
す
る

相
談
窓
口

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
で
の
仕
事
の
紹
介

仕
事
の
募
集
を
す
る
者
に
対
し
、
募
集
の
内
容
を
書
面
等

で
明
示
さ
せ
る
ル
ー
ル
の
策
定

社
会
保
障
の
充
実

取
引
相
手
が
作
業
ス
ペ
ー
ス
の
安
全
確
保
を
行
う
こ
と
を

定
め
た
ル
ー
ル
の
策
定

就
業
時
間
や
休
日
な
ど
に
関
す
る
基
準

取
引
相
手
の
休
憩
室
、
更
衣
室
等
の
、
福
利
厚
生
施
設
等

を
利
用
す
る
機
会
の
確
保

そ
の
他

特
に
な
い

全体 本業 副業（N＝577,090（参考値）） （N＝388,967（参考値）） （N＝188,123（参考値））

主に「一般消費者」を直接の取引先


